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（平成１９．１０．２６）

法制審議会保険法部会 御中

法制審保険法部会資料１７「保険金からの優先的な被害の回復」

における（ii）の仕組みについて考えられる問題点等

保険法部会幹事 ○○○○

法制審保険法部会資料１７「第６ 保険金からの優先的な被害の回復」にお

いて，特別の先取特権を認めるという（ ）の仕組みを採用することについてii
は，債権を目的とする先取特権の実行は「担保権の存在を証する文書」が執行

裁判所に提出されたときに限り開始する（民事執行法１９３条１項前段）とさ

れていることとの関係で，以下のとおり検討が必要な問題点があるものと思料

する。

第１ 現在の執行実務における先取特権

現在，執行裁判所に申し立てられる先取特権としては，( )動産売買の1
先取特権，( )給料等の先取特権，( )船舶先取特権がある。2 3

１ 動産売買の先取特権

動産売買の先取特権（民法３１１条５号）の実行として執行裁判所に申

し立てられるものとしては，動産売買先取特権に基づく物上代位としての

買主の転売代金債権に対する差押命令の申立てがある。

この場合，債権者は，①債権者・債務者間の売買の事実，②債務者・第

三債務者間の売買の事実，③①と②の売買の目的物が同一である事実の各

事実の立証を要するとされるところ，これらの事実は，売買契約書，見積

書，注文書，納品書，受領書等といった文書により，定型的・類型的な立

（近藤崇晴ほか編『民事執行の基礎と応用（補訂増補版 』３０４証が可能である ）

頁以下，西岡清一郎ほか編『民事執行の実務－債権執行編－（上 』１８５頁以下参）

。照）

２ 給料等の先取特権

給料等の先取特権（民法３０６条２項）の実行として執行裁判所に申し

立てられるものとしては，給料等の先取特権に基づく物上代位としての債

権に対する差押命令の申立てがある。

この場合，債権者は，例えば未払給料を請求する場合には，①雇用契約

の存在，②給料の定め，③労務の提供の各事実の立証を要するとされると

ころ，これらの事実は，労働者名簿（労働基準法１０７条参照 ，賃金台）



債権についての担保権の実行ではないため民事執行法１９３条１項は適用されないが，*1
同法１８９条前段，１８１条１項４号（１８９条後段により読替え）により，債権につい

ての担保権の実行と同様，船舶先取特権の存在を「証する文書」が提出されたときに限り，

開始される。
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帳（同法１０８条参照 ，過去の給料明細書，就業規則等の賃金規程（同）

法８９条２項参照 ，出勤簿，勤務日程表等といった文書により，定型的）

（前掲『民事執行の実務－債権執行編－（上 』１・類型的な立証が可能である ）

。９９頁以下参照）

３ 船舶先取特権

船舶先取特権（商法８４２条，船舶の所有者等の責任に関する法律９５

条，国際海上物品運送法１９条，船舶油濁損害賠償保障法４０条，その他

） ，一般の先取特権 の実行として執行裁判所に申し立てられるものとしては

まず，船舶先取特権に基づく担保船舶競売事件 があるが，これらは件数*1

が少ない上，被担保債権の立証に困難な例が多く，しかもそのほとんどが

取下げにより終了するという特徴がある。例えば，平成１７年及び１８年

に終局した船舶先取特権に基づく担保船舶競売事件は全国で８３件しかな

く，このうち配当による終結にまで至ったものはわずか１件のみである。

また，船舶先取特権の実行としては，船舶先取特権に基づく債権差押命

令申立事件もあるが，これも件数が極めて少ない。同事件の件数等につい

ての統計は見当たらないが，執行事件が多く，かつ管内に大きな港を抱え

る５庁（東京地裁，横浜地裁，千葉地裁，大阪地裁及び神戸地裁）に確認

したところ，いずれの庁においても，船舶先取特権に基づく債権差押命令

申立事件は現時点では係属していないとのことであった。

なお，執行裁判所に申し立てられる船舶先取特権の被担保債権について

の統計も見当たらないが，担当者から聴取したところ，給料債権のような

雇用契約上の債権（商法８４２条７号）がある程度の割合を占める模様で

ある。この場合の立証方法は，上記２と同様になる。

第２ 責任保険契約の対象となる損害賠償請求権

以上のような各先取特権の被担保債権とは異なり，責任保険契約の対象と

なる損害賠償請求権は，文書のみによる定型的・類型的な立証が困難な場合

が多い。すなわち，そもそも，損害賠償請求権があるといえるためには保険

契約者に不法行為責任，債務不履行責任，製造物責任等があることが前提と

なるところ，かかる責任の具体的内容は，事案によって実に様々であり，責

任の存否を定型的・類型的に認定することは不可能である。さらに，仮にか
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かる責任が認められたとしても，賠償すべき損害の額についても一義的・客

観的に定まるものではなく，また場合によっては被害者の逸失利益の評価や

過失相殺割合の評価というような非類型的な評価も経なければならないもの

であって，動産売買先取特権における代金額や，給料等の先取特権における

給料額のように定型的に認定できるものでもない。

くわえて，債権差押命令申立ての場合は，債務者及び第三債務者を審尋し

ないで差押命令を発令することになるため（民事執行法１９３条２項，１４

５条２項 ，執行裁判所に提出される文書は，債権者である被害者が提出す）

， ，る文書のみとなり 加害者側は執行裁判所への主張立証をすることはできず

執行裁判所も被害者側の文書のみで判断しなければならない。

第３ 特別の先取特権の仕組みを採用した場合の制度設計

さらに，現時点では （ ）の特別の先取特権の仕組みを採用した場合の制， ii
度設計がなお不明である。すなわち，特別の先取特権の仕組みを採用した場

合，①執行裁判所は，加害者・被害者間に債務名義がない限りは債権差押命

令を発令しないと考えるのか，②執行裁判所は，事案によっては，診断書や

治療費の領収書等さえあれば債権差押命令を発令することもあり得ると考え

るのかとの点については議論があり得るところであり，この点について部会

としても十分に詰めた議論はされておらず，どのような制度を目標とするの

かという結論がまとまっていない。

この点，よく知られているように，現在の執行実務は 「担保権の存在を，

証する文書」については，文書の種類，内容等には制限がなく，複数の文書

を総合して証明することも許されるとするいわゆる「書証説」が支配的であ

る。そのため，上記①のような制度を目標とするのであれば，責任保険の対

象たる損害賠償請求権を被担保債権とする先取特権の実行においては 「担，

保権の存在を証する文書」は債務名義に限るという立法措置を採ることが考

えられる。

一方，上記②のように「診断書及び治療費の領収書」だけで債権差押命令

を発令できるようにするためには，担保権の存在の立証が必要であるとする

現行法下での対応は困難であり，責任保険の対象たる損害賠償請求権を被担

保債権とする先取特権の実行においては「疎明」で足りるという立法措置を

採ることが考えられよう。なぜなら，犬にかまれたという単純な事案であれ

ばともかく，責任保険契約が対象とする事案の種類は単純な事案から複雑高

度な事案まで含まれ得るのであって，複雑な事案であれば 「診断書及び治，

療費の領収書」のような定型的な文書だけで「立証」ありとすることは不可

能に近い。また，犬にかまれたという単純な事案であっても 「診断書及び，



この点，前回の会議では，抗告審で主張立証が尽くされ，当事者が納得した上で抗告審*2
の判断がされるのであれば，その後さらに取立訴訟において紛争の蒸し返しがされること

は考えがたいとの発言があった。しかしながら，現在の損害賠償請求訴訟の実務において

も，第一審で主張立証が尽くされた上で判決がされた場合であっても，当事者の一方又は

双方から控訴が提起されることはままあるのであって，単純に取立訴訟での蒸し返しがな

いと言い切れるかは疑問である。
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治療費の領収書」だけでは 「債務者（加害者）の占有する犬」にかまれた，

という事実の立証は不可能であり，かかる事実を裏付ける文書としては債権

者（被害者）の陳述書等が考えられるものの，これとてせいぜい疎明文書で

しかなく，一方的な陳述書等のみで証明ありとすることは困難である。

いずれにせよ，①②いずれの制度を目標にするにしても，さらなる立法措

置が必要となろうが，責任保険契約の関係でのみこのような立法措置を採る

ことが民事執行法制に照らして可能なのか，他の先取特権に係る執行手続の

解釈等に悪影響を与えることとならないか等について慎重に検討する必要が

あるものと思われる。

第４ 抗告審と取立訴訟との関係

特別の先取特権の仕組みを採用した場合，執行裁判所は，加害者・保険会

社側の関知し得ないところで，被害者によって提出された書証のみで差押命

令を発令することになり，加害者の主張立証の機会は，抗告審だけに限定さ

れてしまう。

もっとも，保険会社としては，債権差押命令が発令された後に，被害者が

保険会社を被告として取立訴訟を提起すれば，その中で，改めて主張立証の

機会が与えられることになる。

しかしながら，加害者の申し立てた抗告審において争われた争点（例えば

事故態様）につき，保険会社が被告となる取立訴訟において，保険会社が再

度争えるかどうか問題となろう。この点，現行法上は，抗告審の決定によっ

ても先取特権の存否について既判力が発生するわけではなく，法律上は取立

訴訟でいかなる主張をすることも当然許されることとなろう。仮に，紛争の

蒸し返しを避けるため，保険会社は再度争えないとの立法措置をとった場合

には，加害者・保険会社側として争う機会は抗告審だけになってしまう。一

方，保険会社が再度争えるとした場合には，被害者にとっては，まさに紛争

の蒸し返しとなる 。*2

第５ 被害者が複数の場合の取扱い

被害者が複数の場合の取扱いについては 部会資料１７の１３ページの( )， 5
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，「 ，によれば ある被害者が被保険者の保険金請求権を差し押さえた場合には

， 」 。 ，他の被害者は …に限り配当に参加することになる とある しかしながら

債権執行手続は極めて密行性の高い手続であり，債権執行手続が係属してい

るか否か，差押命令が発令されたか否かは，他の被害者にとっては通常知り

得ない。これでは，先に債権を差し押さえた者や，たまたま他の債権者によ

る差押えを知った者から優先的に被害の回復を受けることになってしまい，

事実上「早い者勝ち」となってしまう。

第６ 結語

以上のとおり （ ）の特別の先取特権の仕組みを採用するに当たっては，， ii
なお検討しなければならない問題点があるのであって，当部会においてさら

なる議論を要するものと思料する。

以 上


